第１４号様式（第２３条関係）
令和　　年　　月　　日


　奈良県知事　殿

申請者住所（本社の所在地、郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名（名称及び代表者の氏名）　　


奈良県大学等発スタートアップ支援補助金成果報告書


　令和　　年　　月　　日付け奈良県　　　第　　号をもって交付決定のあった補助事業について、令和　　年度の成果について奈良県大学等発スタートアップ支援補助金交付要綱第２３条の規定により報告します。


記


　１　大学等発スタートアップ支援事業成果報告書
　　　　事業化支援枠の場合（別紙１の１）
　　　　※法人化した場合は（別紙１の２）（別紙１の３）も添付すること。
県内大学等発スタートアップ支援枠の場合（別紙２）（別紙１の２）（別紙１の３）


（様式１４－別紙１の１）
奈良県大学等発スタートアップ支援事業成果報告書
（事業化支援枠）

	1 補助事業の名称

	


	2 補助事業の成果・進捗（具体的・定量的に記載すること）

	




















	3 事業化の状況

	　該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 事業化した
· 事業化していないが、今後事業化する見込み
· 事業化できない

	4 事業化の内容（③で「事業化をした」を選択した場合のみ記載）

	　該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 法人化
法人登記の日付：　年　月　日　　資本金：
代表者：
· 共同研究
　相手方：
· その他（具体的な事業化の内容を記載）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	5 今後の事業化の見込み（③で「事業化はしていないが、今後事業化する見込み」を選択した場合のみ記載）

	○事業化の方針・方向　
該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 法人化
· 共同研究
· その他（具体的な事業化の内容を記載）
○事業化の見込み
　（　　　　年以内）
○成果報告書提出年度内に事業化できなかった理由
該当する項目にチェック（✔）し、必要事項を記載
  □　技術的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　財政的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　人事的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　そ　の　他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	6 事業化できない理由（③で「事業化できない」を選択した場合のみ記載）

	該当する項目にチェック（✔）し、必要事項を記載
  □　技術的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　財政的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　人事的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　そ　の　他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※その他補助事業の成果が分かる資料があれば添付すること。



（様式１４－別紙２）
奈良県大学等発スタートアップ支援事業成果報告書
（県内大学等発スタートアップ支援枠）
	1 補助事業の名称

	


	2 補助事業の成果・進捗（具体的・定量的に記載すること）

	























	3 成果報告書提出年度における資金調達の実績

	
	年月日
	調達元
	調達金額
	調達方法

	
	
	
	

	
	
	
	





※その他補助事業の成果が分かる資料があれば添付すること。
